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基本的な考え方（地方公共団体の調達関連手続について）

１

政策担当者研修

✓ 総務省が2021年10月に発出した通知では、競争入札参加資格審査申請書の標準項目・
標準様式の活用を地方公共団体に促しており、こうした取組をデジタル庁とも連携しな
がらさらに加速させるべき。

✓ 具体的には、調達関連手続のすべての段階における手続・様式等の標準化、申請のデジ
タル完結、ワンスオンリーの徹底、電子契約の導入促進などが挙げられる。

✓ また、地方公共団体のデジタル化の現状を鑑み、まずはすべての地方公共団体が電子入
札に対応し、なおかつ都道府県単位などでの電子入札共同システムに域内のすべての地
方公共団体が参加し、事業者が一括して申請できるようにすることを目指すべき。

✓ 国・地方公共団体の調達関連手続については、「デジタル原則※」に則り、入札参加資
格申請や入札だけでなく、契約・請求・支払いなど手続のすべての段階を通して、デジ
タルで完結できることを目指すべき。

✓ すべての地方公共団体の調達関連手続について、単一の電子申請プラットフォームから
手続可能であることが理想。

✓ 中小企業・小規模事業者の生産性向上に向けたデジタル化支援も重要。

※原則①デジタル完結・自動化原則、②アジャイルガバナンス原則、③官民連携原則、④相互運用性確保原則、➄共通基盤利用原則
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要望事項①電子入札共同システムへの一元化

✓ 神奈川県・県内28市町村・県内広域水道企業団が共同運営する入札システム

→入札参加資格申請、入札、入札公告の閲覧等が可能。

→すべての手続がデジタルで完結しておらず、別途郵送やFAXが必要な手続も。

✓ 電子入札共同システムに参加していないが独自の電子入札システムを保有する地方公共
団体：３市

✓ 電子入札共同システムに参加せず、電子入札にも対応していない地方公共団体：2町

2

✓ 事業者が一括して申請できるよう、電子入札共同システムに参加していただきたい。

＜例＞かながわ電子入札共同システム

✓ 電子入札共同システムに参加していないが独自の電子入札システムを保有する地方公共
団体

✓ 電子入札共同システムに参加せず、電子入札にも対応していない地方公共団体

課題：電子入札共同システムに域内のすべての地方公共団体が参加していない
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＜参考＞ かながわ電子入札共同システム①

3

かながわ電子入札共同システムより画像引用



＜参考＞ かながわ電子入札共同システム②
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かながわ電子入札共同システムより画像引用

藤沢市HPより画像引用

入札参加資格申請（新規）における提出書類



要望事項②（標準化、デジタル完結、ワンスオンリーの徹底）

Copyright 2023 The Japan Chamber of Commerce and Industry. All rights reserved.

✓ かながわ電子入札共同システムでは、入札参加資格申請がオンライン共同窓口で行える
ものの、すべてデジタルで完結している訳ではなく、別途郵送やFAXが必要。

✓ 共同窓口への提出書類以外にも、各地方公共団体に独自の必要書類を出さなければなら
ない。また、納税証明書・使用印鑑届等の必要書類の要否は各地方公共団体によって異
なるなど、手間がかかる。

✓ 特に、入札参加資格の更新や本店所在地・代表者等の変更に伴う入札参加資格の変更申
請の際は、変更届申請書や登記簿謄本等を、各地方公共団体へ別々に送る必要があり非
常に煩雑である。

＜例＞かながわ電子入札共同システムにおける入札参加資格申請

５

✓ 入札参加資格申請に関する手続・様式を標準化すると共に、申請や申請書類の提出がデ
ジタルで完結できるようにしていただきたい。

✓ また、納税証明書・使用印鑑届など既に一度行政機関に提出した情報については、電子
入札共同システム上で共通に利用可能とすることによって、何度も提出が求められるこ
とがないよう、ワンスオンリーを徹底していただきたい。

課題：手続・様式の標準化、デジタル完結、ワンスオンリーの徹底がなされていない
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要望事項③（電子契約の導入促進・押印廃止の徹底）

課題：電子契約の導入が進んでいない・押印廃止が徹底されていない

✓ 民・民では電子契約が浸透しつつあることから、地方公共団体でも電子契約の導入を
推進していただきたい。

✓ 押印廃止を徹底していただきたい。

✓ 押印が必要な手続についてはかなり減ってきたという実感がある一方、担当部署・出先
機関等によって押印の有無について判断が分かれることが散見される。

押印

６

契約手続等

✓ 入札以降の契約・請求・支払等の手続は紙ベースで行われることが多い。

✓ 電子契約を導入している地方公共団体はまだ少なく、紙で契約している地方公共団体が大
半。

✓ 電子契約が導入された国交省や一部地方公共団体では、手続が容易になったという印象。
また、電子契約では印紙税の納付が不要というメリットがある。


